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１．はじめに 

移民の社会統合指標の一つとしてのハラール食品消費行動の関連要因を分析してきたが、（小島 2013, 

2015, 2016）では東アジアのムスリム移民調査個票にロジット分析を適用し、ハラール食品消費行動に対し

て兄弟姉妹構成の影響があることを見いだした。他方、Rodier (2014)の表はフランスで前期中等教育在学

中の次子以下には多様化の一類型「抗議者」のハラール食品消費行動をとる傾向があることを示した。

Kepel(2011)のムスリム保護者への学校食堂利用に関する調査結果も多様化の影響を示す。そこで、西欧の

ムスリム移民二世における食行動多様化（「再イスラーム化」を含む）の関連要因について TIES（The 

Integration of European Second generation）調査ベルギー版の個票の予備的分析を行ったところ、兄弟

姉妹構成の影響だけでなく、在籍した小中学校の生徒の出自別構成の逆方向と思われるような影響が見いだ

された。教育達成への生徒の出自別構成の影響は分析されているが、小中学校の構成の影響が異なるという

結果はないようなので分析を試みることにした。 

２．方法 

本報告ではデータとして TIES（2005～2007 年）調査ドイツ版、オランダ版、ベルギー版、フランス TeO

（Trajectoires et Origines、2008 年、35 歳未満に限定）調査、ベルギーMHSM（Migration History and 

Social Mobility、1994～1996年、男性のみ対象、35歳未満に限定）調査の個票を用いる。西欧のムスリム

移民二世における卒業小中学校の生徒の出自別構成（移民出自が半数以上）、２つの交差項、それぞれとコ

ーラン教室通学との交差項のハラール食品消費頻度とラマダン月の断食頻度（TeO 調査については宗教的食

事制限、MHSM 調査についてはラマダン月の断食頻度）に対する影響を明らかにするため、各種の人口学的、

民族的、社会経済的、幼少期宗教的属性の影響を統制した比較可能なモデルでロジット分析を行った結果を

示す。 

３．結果 

２項ロジット分析を用いて各調査の個票データによる比較分析結果によれば、ベルギーとオランダでは卒

業した小学校の生徒のうちで移民出自の者が多数派の場合に宗教的な食行動が抑制され傾向があり、卒業し

た中学校で生徒のうちで移民出自の者が多数派の場合に宗教的な食行動が促進される傾向があるが、それら

の効果は必ずしも有意でない。また、フランスTeOでは後者の場合、同様な傾向がみられる。しかし、ドイ

ツとベルギーMHSM（男性）ではベルギーやオランダと逆の傾向がみられる。両者の交差項、それぞれとコー

ラン教室通学との交差項も有意になる場合も多いが、それらの効果は性別、国、従属変数により異なる。 

４．おわりに 

報告の際には交差項も含めた分析結果を提示し、詳細に論じる。 
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